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伊方発電所で連続して発生したトラブルへの対応について 

本年１月に伊方発電所で連続して発生したトラブルに関して、貴社から、３月17日に原因を調査し
て再発防止策を取りまとめた報告書の提出がありましたが、今後、この再発防止策を確実に実施する
とともに、下記事項についても追加して取り組むことを強く要請します。 
また、定期検査の再開に当たっては、安全確保に、より一層努めるとともに、引き続き、「えひめ方

式」による通報連絡体制を徹底するよう重ねて要請します。 

記 

１ 更なる安全性向上に向けた詳細調査の実施について 
「事象２ 伊方発電所第３号機 原子炉容器上部炉心構造物吊り上げ時の制御棒クラスタ引き上が

り」については、他のプラントも含め過去に事例のない事象であることから、不完全結合の防止に
留まることなく、ＰＷＲ(加圧水型原子炉)の安全性向上という大局的かつ長期的な視点に立って、
根本原因であるスラッジ(マグネタイト)の発生メカニズム、挙動等について継続的に調査・研究し、
その結果を学会や専門誌等で発表するとともに、発生量の低減に向けて取り組むこと。 

２ 恒常的な対策による安全性の確保について 
「事象４ 伊方発電所における所内電源の一時的喪失」については、断路器の構造上、ごく稀に嵌

合部に隙間が生じるために放電が発生したことが原因と推定されており、短絡の兆候が見られてい
る同型断路器も確認されていることから、再発防止策である部分放電診断と内部異物診断による状
態監視の徹底と並行して、メーカとも協議しながら、改造や新設備導入等による恒常的な対策によ
る更なる安全性確保に取り組むこと。 

３ 安全文化の醸成について 
安全文化の醸成は、一朝一夕に確立できるものではなく、継続的な取組みが必要不可欠であるた

め、形式的な方法に陥ることなく、海外の取組みも含め広く情報収集を行うとともに、双方向のコ
ミュニケーションの重要性を意識して、効果的な取組方法を不断に見直すこと。 
また、社員教育においては、教育する側も含めて参加者全員が様々な角度から議論できる体制を

整備し、「問いかける姿勢」の定着のみならず、「問いかける能力」についても向上に向けて継続的
に取り組むとともに、取組状況を積極的に発信すること。 

４ 新チームの研鑽について 
作業要領書や作業計画の妥当性等を独立した立場からレビューする新チームの設置は、非常に前

向きで画期的な取組みであるが、この新チームが十分機能し、トラブルの未然防止が図られるか否
かは、今後の運用・活用方法次第であるため、新チームの活動自体にもＣＡＰ制度やリスク評価を
活用するなど研鑽を重ね、伊方発電所の安全性向上を担う中核組織として育てること。 

５ 技術力の維持・向上について 
３号機一基体制となったことによる現場作業経験の減少やベテラン社員・作業員の定年退職等を

踏まえ、これまで蓄積されたノウハウの維持が難しくなる懸念があるため、教育訓練の充実・強化
に努めるだけでなく、他電力やメーカなど海外を含めた外部組織からの情報収集を積極的に行うこ
とにより、技術力の維持・向上に努めること。また、教育訓練については、これまでの内容に加え、
外的事象やテロを含めたシビアアクシデントの防止や発生時の対応等の広範な知識の習得が強く求
められているため、優先度も考慮しながら、合理的な訓練プログラムとしていくこと。 
その上で、安全上重要な作業については、四国電力社員が主体となって実施するとともに、社員

一人ひとりが、電力事業者としての責任を持って取り組むこと。 

６ 県民の信頼回復について 
社長自らリーダーシップを強く発揮し、再発防止策及び上記追加要請事項の徹底による安全確保

を図っていくとともに、その旨を県民に丁寧に説明すること。また、関係会社も含めた社員全員の
安全意識の向上に不退転の覚悟で継続的に取り組み、県民の信頼回復に努めること。 

７ 安全性の不断の追求について 
これまでも、国の求める安全基準は最低条件という認識で、その基準を上回るアディショナルな

対策を要請してきたが、今回の連続トラブルを真摯に受け止め、また、この機会を捉え、再度、「安
全対策に終わりはない」との強い信念の下、最新の知見等に基づく安全性を不断に追求し、自ら積
極的に安全対策を講じること。 


